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区の仕事が「誰のために」、「何を目的」としたものなのか、

「いつまでに実現するのか」目的・目標を明確にしながら、

その仕事が「どれだけ区民の役に立っているのか」等を

区民の視点に立って評価していくものです。

行政評価制度とは

１ 行政評価制度の概要
行政評価制度とは



１ 行政評価制度の概要
ＰＤＣＡサイクル
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PLAN
企画・立案

ACTION
改善

DO
事業執行

CHECK
検証・評価

継続的業務改善

行政評価制度

行政活動は、継続的な改善を行うためにPDCAサイクルに沿って行われています。
行政評価制度は、サイクルの中核である“CHECK（検証・評価）”の機能を担ってい
ます。



１ 行政評価制度の概要
成果指標
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目的

事務事業のねらい、目指すべき姿

成果指標

行政活動の目的（＝成果）

の達成度を測るものさし

行政評価制度では、行政活動の成果を客観的に測るための「ものさし」として「指標」
が用いられます。

指標を用いて評価を行うことで、より客観的な評価が可能となり、区民のみなさんに
も理解していただきやすくなります。

携帯電話を原因とする交通事故の割合を
減少させる。

児童が楽しみながら基礎的な英会話力を
身につける。

「 飾区内における交通事故総数に占める携

帯電話を原因とする事故の割合」

「英語学習が楽しいと感じている児童の割合」

事 例



１ 行政評価制度の概要
評価対象
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飾区では、行政活動を階層的に整理した政策体系のうち、“事務事業”を対象とし
て行政評価を実施しています。

原則全ての事務事業（一部庶務的な事務等は除外）が対象となります。

前年度（今年度は２５年度）に実施した事務事業について評価を行います。

将来像「水と緑ゆたかな心ふれあう住みよいまち」

施 策

事務事業

手段

目的

手段

目的

政 策
環境‐人と自然が共存できる環境を守ります

ごみのない、きれいで清潔なまちにします

豊かな自然を守り育てます

屋上・壁面緑化推進

自然環境調査行政評価の対象

政
策
体
系
ピ
ラ
ミ
ッ
ド
と
評
価
対
象
階
層
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約850事務事業

行
政
評
価
対
象
事
務
事
業

成果の向上・改善
の余地が多い
事務事業

約350事務事業

成果の向上・改善
の余地が少ない
事務事業

約500事務事業

平成26年度に
重点評価を行う
事務事業

約100事務事業判断基準①

性質区分(※１)

判断基準②

裁量区分(※２)

※１ 事務事業の目的や手段に基づく21種類の区分

※２ 法令等により実施項目や実施基準が定められているなどの裁量の有無

重点評価を

３年間に分けて

実施

１ 行政評価制度の概要
評価対象事務事業
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行
政
評
価
対
象
事
務
事
業

成果向上・改善
の余地が多い
事務事業

重点評価

性質区分(21種類) 裁量区分 重点評価区分

成果向上・

改善の余地が

少ない

事務事業

×（なし）

○

（あり）

×（なし）

○（あり）

×（なし）

○（あり）

賦課・徴収計画策定・会議運営

調査 内部管理 台帳管理・交付

維持管理 事業者への助成

団体等への助成 整備

個人への助成・保険給付

選挙

計画事業

講座・育成

啓発・イベント 相談・指導

広報・広聴

審査・許認可・指導・措置 教育

健康診査・検診 サービス提供

指定管理者

１ 行政評価制度の概要
評価対象事務事業の区分



１ 行政評価制度の概要
評価サイクル
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評価サイクルは、約350の重点事務事業を３つのグループに分け、３年間で重点評
価が一巡するように、１年に約100の事務事業について重点評価を行っています。

第１グループから第３グループに該当する事業は、それぞれ重点評価に該当しない
年については基本評価のみ行います。

事務事業
評価表
(基本)

平成23年度

帳票と作成年度
グループ（性質区分）

「啓発・イベント」「相談・指導」

「講座・育成」「広報・広聴」

「審査・許認可・指導・措置」

「サービス提供」「健康診査・

検診」「教育」

第
１
グ
ル
ー
プ

事務事業
評価表
(基本＋
重点評価)

第
２
グ
ル
ー
プ

第
３
グ
ル
ー
プ

平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度

事務事業
評価表
(基本＋
重点評価)

事務事業
評価表
(基本＋
重点評価)

事務事業
評価表
(基本＋
重点評価)

事務事業
評価表
(基本＋
重点評価)

事務事業
評価表
(基本＋
重点評価)

事務事業
評価表
(基本)

事務事業
評価表
(基本)

事務事業
評価表
(基本)

事務事業
評価表
(基本)

事務事業
評価表
(基本)

事務事業
評価表
(基本)

事務事業
評価表
(基本)

事務事業
評価表
(基本)

事務事業
評価表
(基本)

事務事業
評価表
(基本)

事務事業
評価表
(基本)



１ 行政評価制度の概要
評価の視点
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事務事業を分析し、今後の方向性や改善策を検討する際には、主に以下の５つの
視点から、検討を行っています。

「おもてなし」の視点

「プロセス」の視点

「コスト」の視点

利便性・わかりやすさ等
⇒サービス提供手段は充実しているか
⇒対象者の要望は十分に把握しているか

スピードアップ・民間活用等
⇒業務のスピードアップが図られているか
⇒効率的な実施手段が図られているか

事
務
事
業
の
特
性

「人づくり」の視点

「協働」の視点

財産配分等
⇒コストの低減につながる取組を実施しているか
⇒歳入の確保につながる取組を実施しているか

区民や事業者等との協働等
⇒区民や事業者等との協働を進める工夫がされて
いるか

職員の人材育成等
⇒職員を育成する体制になっているか



１ 行政評価制度の概要
行政評価の流れ
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所管課長による基本評価の後、重点評価対象事業については所管部長により重点
評価を実施します。

全ての事務事業（内部管理、計画を除く）の中から、各部が課題として選定した事業
について、行政評価委員会による評価を実施します。

所管課長

所管部長

行政評価委員会

―

基本評価

重点評価

公表

外部評価

全事務事業について、対象年度の実績を中心

に振り返る基本評価を実施します。

重点評価対象事業は、所管部長が実績や今後

の方向性を評価する重点評価を行います。

行政評価委員会のみなさんに、区民の代表とし

て評価を実施していただきます。

確定した評価は、議会（第3回定例会）へ報告し
た後、区公式ホームページ等で公表します。

評価の流れ 評価主体 概要

5～7月

７～９月

１０月

実施時期



２ 行政評価委員会の概要
行政評価委員会とは
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区が実施する行政評価の客観性を高めるため、区民のみなさんにも行政活動の評
価を行っていただくために設置する委員会です。

区が実施した
行政評価

区職員

行政評価委員会

事務事業
評価表 区民のみなさんの日常の視

点から評価をし、成果向上の

ための改善策を検討してい

ただきます。



２ 行政評価委員会の概要
平成２６年度行政評価委員会評価対象
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今年度の評価対象事業は、以下の基準により各部が選定しました。

①事務事業のあり方や方向性について、提言を得た上で改善していきたいもの。

・効率化、再構築などをおこないたいもの

・積極的に取り組み、成果を高めたいもの

②明確な課題があり、解決策の考え方、妥当性について評価を得たいもの。

・成果指標の実績値が低下している、目標値が達成されていないなど

・事務事業を取り巻く環境の変化など

分科会 行政評価委員会評価対象事務事業名 所管部 所管課 性質区分

第一分科会

災害対策本部装備品・備蓄品 地域振興部 防災課 維持管理

環境月間普及啓発 環境部 環境課 啓発・イベント

中高生ヘルパー体験講座委託 子育て支援部 育成課 講座・育成

第二分科会

高齢者虐待防止事業 福祉部 高齢者支援課 相談・指導

静観亭管理運営 都市整備部 公園課 維持管理

スクールカウンセラー派遣事業 教育委員会事務局 指導室 相談・指導
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実施時期 会議名 内容

７月３日(木） 第１回全体会 委員委嘱、行政評価委員会に関する説明等

７月上旬～８月下旬

全１２回の分科会

（分科会６回×

２分科会）

６事務事業の評価（３事務事業×２分科会）

９月４日（木） 第２回全体会 評価結果の確認、区長への答申

平成２７年２月頃 第３回全体会 評価結果に対する区の取組報告

８月下旬まで約2ヶ月にわたってそれぞれの分科会を６回ずつ開催し、事務事業の
評価を行います。

第２回全体会において、評価結果を区長に答申します。

本日

２ 行政評価委員会の概要
行政評価委員会の全体スケジュール



答申のとりまとめ
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行政評価委員会では、２つの分科会に分かれて、全６回の分科会の中でそれぞれ
３事務事業の評価を実施します。

事務事業ヒアリングを実施したのち、事務事業評価を実施します。その評価結果を
第６回分科会で答申として取りまとめます。

事務事業ヒアリング

事務事業評価

１

２

３

所管部が作成した資料や所管部からの説明、質疑応答などを通して、事務

事業についての理解を深めます。事務事業によっては視察も行います。

事務事業の実績状況や今後の改善策について、委員会で議論を行います。

意見を委員会の評価結果として取りまとめ、答申を確定させます。

２ 行政評価委員会の概要
分科会での評価の流れ



17,807 11,473
―

単位あたり区単コスト（a/ｇ） 円 10,517 3,632

実績 ― ― ― 単位あたりコスト（ｆ/ｇ）

区画

円

1,239 1,201

― ― ―
目標 ― ― ―

― ― ―
目標 ― ―

実績 ― ―

24年度 25年度
コ
ス
ト
増
減
の

主
な
理
由

工事請負費は、農園の新設・廃止の有無により費用が変
動する。平成25年度は新設・廃止がなかったため、0
円。
また、上記に記載はないが、維持管理手法の見直しとし
て、手数料と委託料が生じていたものを、平成26年度よ
り一括委託としたことで月に１回の見回りを行えるよう
になるなど、サービス向上の取組を行った。

実績 1,609 1,444 1,258
単位の定義 サービス提供回数（貸出区画数）

1,800 1,800 1,800
1800

単
位
あ
た
り
コ
ス
ト

項目

―
―

― 実績数値（g）

22,063 13,779
実績 1,206 1,239 1,201

0 0

貸出区画数 全農園区画数 区画
目標 1,290 1,271 1,239

24年度 25年度

目
標

26年度 （控）コスト対象外 千円

1,201
トータルコスト（f） 千円

単位
目標・
実績

指標 指標の根拠 単位 区分 23年度

農園応募者数
奇数年・偶数年利用
開始農園の各年度応
募者数

人
目標

退職給与引当 千円 675 600

減価償却費 千円 0 0

活動指標
金利 千円 0 0

間接費（d） 千円 513 473

調整額（e） 千円 675 600

再雇用職員
千円 0 0

人 0.00 0.00

5,925

人 0.75 0.75

人
件
費
等

職員人件費（c） 千円 6,000 5,925

人件費
千円 6,000

千円

実績の
評価・
分析

①区民農園は、昭和５０年に５園でスタートし、区民要望も多かったことから、農園数の拡大を図った。その後、土地提供者の死亡等
により廃止した農園もあるものの、新規開設にも努め、ここ数年は２３～２５農園前後で推移している。区民農園の総面積で見ても、
現在の２６，２９４㎡は平成１４年度の２６，２６５㎡とほぼ同様となっている。区民農園は、土と緑に親しむ場の提供や緑豊かな都市
環境の形成に一定の役割を果たしているといえる。
②区民農園の応募倍率は、平成１４年度が３．８であるのに対し、平成２４年度は１．８倍と半分以下となっており、利用しやすくなっ
ている。

千円

工事請負費 千円 8,904 0

実績 ― ― ―

457 372 ・・・

― ― ―
目標 ― ― ―

千円 3,454 4,670 ×××(○○万円)、▼▼（◆◆万円）

実績 25,282 27,392 26,294 委託料 千円

千円 142 156 ′′

区民農園総面積
全区民農園面積（基
準日3/1）

㎡
目標 ― ―

23年度 24年度 25年度

目
標

26年度 通信運搬費

―
26,294

手数料

―

光熱水費 千円 844 942 ◇◇

目標・
実績

指標 指標の根拠 単位 区分

千円 20 22 ○○パンフレット作成

成果指標
修繕料 千円 693 254 △△修繕

実績情報 消耗品費 千円 361 365 ●●、☆☆購入

13,031 4,362 葛飾区の負担

事
業
費

直接事業費（b） 千円 14,875 6,781

印刷製本費

事業の目的
区民に土と緑に親しむ場を提供し、都市生活における自然と人とのかかわりを深めるとともに、良好な都市環境の形成と
都市空間の確保を図る。

その他 千円 8,357 8,817 利用料金収入

一般財源（a） 千円

特
定
財
源

国庫支出金 千円 0 0

都道府県支出金 千円 0 0

①区民農園を維持していくためには、土地提供者の理解と協力が不可欠である。土地提供者の大半は農業者であ
ることから、農業者や農地を所管する部署とこれまで以上に連携して取り組んでいく。
②農園の新規開設については、概ね１，０００㎡以上としていたが、今後は小規模の農園の設置についても検討し、
農園用地を確保していく。
③単位コスト（１１，４７３円）と利用者負担（年間８，４００円）との乖離は使用料の改定により縮小しているが、今後
も、適正な負担を推進し、単位コストと利用者負担の乖離の縮小に努める。
④維持管理については、直接職員が行わなければならない業務以外は極力委託化し、業務の効率化と利用者
サービスの向上を図る。

活動内容

【活動内容】
①区民農園の整備　　農地所有者から無償提供を受けた農地に、外柵・水道・トイレ等を設置し、１区画15㎡の区民農園と
して整備する。
②貸出　　毎年11月に利用者を募集し、抽選により利用者を決定する。利用期間は翌年の３月から２３ヵ月間。２３農園に
ついて、奇数年と偶数年に分けて募集農。使用料は月額７００円。
③維持管理　トイレ清掃、通路等の除草、生垣剪定などの維持管理については、委託により実施。平成２５年度からは、月
１回の見回りの実施など委託を拡大。利用者や農園周辺の住民からの苦情等の対応は区職員で行っている。

コスト内訳（決算）

項目 単位 24年度 25年度 コストの主な内訳

収
入

環境課

基本情報

概要

【概要】
　区民農園を設置することにより、都市生活における自然と人とのかかわりを深めるとともに、良好な都市環境の形成と都
市空間の確保を図るために実施する。２３農園を設置。

所管課
評価による
方向性

改善

平成26年度　行政評価委員会評価表 方向性

事業名 区民農園新設・維持管理
担当部 環境部

評価しても
らいたい点
①あり方
②課題

② 区民サービスの向上と維持管理の効率化を図るため、平成25年度に一部維持管理手法の見直しを行ったが、その
効果や課題について検証する必要があるため。

担当課

事務事業の目的です。

事務事業目的を客観的にみてどの程度達
成できているか、数値で測るための指標
です。

事務事業目的を達成するため
に実施した活動量を、数値で
測るための指標です。

成果指標及び活動指標の目
標値と実績値を経年で記載
します。

当該事務事業に投入した一般財源及びトー
タルコストを、活動または対象の実数で除
して算出したコストを記載します。

人件費、業務量の算出方法につい
ては、別途ご説明いたします。

過去３年間の指標及びコスト状況を踏まえ、
主管課が総合的に評価・分析した内容を記
載します。

主管課評価による大まかな方向性を踏まえ、今後の方
向性について具体的な内容を記載します。

平成24年度と25年度を比較し、

コスト増減が大きなものについ

ての主な理由などを記載します。

これまでの実績値をふまえ、目
標値を設定しています。

コストの主な内訳について、簡潔
に記載しています。

事業費については、別途ご説明い
たします。

主管課評価による、大まかな方向性。
「改善」「継続」「拡充」「縮小」「廃止」
から選択します。

主管課が、行政評価委員会で評価してもらい
たいと考える点について記載します。

① 事務事業のあり方や方向性について、提言を得た上で改善していきたいもの。

② 明確な課題があり、解決策の考え方、妥当性について評価を得たいもの。

のどちらの理由で選定したかを記載します。
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④単位あたりコスト

内訳は、⑪「減価償却費」＋⑫「金利」＋⑬「退職給与引当金」－⑭「コス
ト対象外」です。

単位あたりどの程度のコストを要したかを把握するために設定しています。

⑭コスト対象外

単位あたりコスト

支
出

　　⑥職員人件費

　　⑨間接費

２５年度決算額を記載しています。なお、事業費の内訳については、細節ご
とに記載しています。

直接事業費に含まれていない専門非常勤職員・臨時職員・人材派遣等の活用
に係る決算額を記載しています。

再雇用職員の人件費です。
「人」欄には、再雇用職員の人数を記載しています。
「千円」欄には、再雇用職員数に人件費単価を乗じた決算額を記載していま
す。なお、25年度人件費単価は、3,100千円です。

正規職員及び再任用職員の人件費です。
「人」欄には、正規職員と再任用職員の合計人数を記載しています。
「千円」欄には、正規職員数及び再任用職員数について、それぞれの人数
に、それぞれの人件費単価を乗じた決算額の合計額を記載しています。な
お、25年度人件費単価は、正規職員7,800千円、再任用職員3,700千円です。

⑦人件費

⑧再雇用職員

　　④一般財源

　　⑤直接事業費

②実績数値

単位あたりどの程度の一般財源を投入したかを把握するために設定していま
す。

①についての数値を記載しています。

③単位あたり区単コス
ト

内訳は、⑤「直接事業費」＋⑥「職員人件費」＋⑨「間接費」－（①「国庫
支出金」＋②「都道府県支出金」＋③「その他」）です。

２５年度に発生した建物の取得費用及び貸付金該当額を記載しています。

①単位の定義

特定の単位に対してどの程度のコストを要したかを把握するためのもので
す。

単位あたりコストを算出するための、「単位の定義」を記載しています。

⑪減価償却費

⑫金利

⑬退職給与引当金
正規職員数の退職給与引当です。
正規職員数に退職給与引当単価を乗じたものを記載しています。なお、25年
度退職給与引当単価は、950千円です。

事務事業の資金調達に特別区債を活用し、未完済の場合に、未償還金に課さ
れる金利額を記載しています。

建物取得費用の９０％を耐用年数で除した額を記載しています。

２５年度に収入した国庫負担金・国庫補助金・国庫委託金の決算額を記載し
ています。

２５年度に収入した都負担金・都補助金・都委託金の決算額を記載してま
す。

２５年度に収入した使用料・手数料・受託事業収入・基金繰入金等、①及び
②以外の特定財源の決算額を記載しています。

①国庫支出金

②都道府県支出金

③その他

評価表のコスト内訳について

項目 説明

　　⑮トータルコスト
内訳は、⑤「直接事業費」＋⑥「職員人件費」＋⑨「間接費」＋⑩「調整
額」です。

　　⑩調整額

内訳は、⑦「人件費」＋⑧「再雇用職員」です。

収
入

特
定
財
源
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事業費について(主なもの)

委員報酬
１．執行機関たる委員会の委員及びその他の委員の報酬
２．付属機関たる委員会等の委員及びその他の委員の報酬

非常勤職員報酬 上記以外の非常勤職員の報酬

社会保険料 健康保険料、厚生年金保険料、失業保険料、労働者災害補償保険料、児童手当拠出金等

一般賃金 第１種臨時職員の賃金及び労務者の労賃並びにそれらの加給

報償費
発令を要しない随時的な事務又は業務に対する謝礼金（弁護士の弁護料、原稿料、原画料料
等）、香華料及び弔慰金等、区民税等の納期前納付奨励金、徴税実態調査費、賞賜金、買上金
等

費用弁償
区議会議員、委員会の委員、非常勤の監査委員等に対して、その職務の執行に要した経費を償
うために支給される金銭給付で、実費弁償の性格を持つ。

普通旅費
職員の旅費に関する条例等に規定する旅費（日額旅費、赴任旅費及び乗車券・回数券等をもっ
て旅費の支給に代える場合を除く）

消耗品費 事務用品等消耗品（物品名鑑の分類による、２万円未満の物品）

印刷製本費
印刷費--文書、図面、パンフレット、チラシ、賞状、案内状等
製本費--伝票、帳簿、書類等の製本代等

修繕料
物品の修繕、整備、戸車、ドアノブ、蛇口等の軽易な補修、バッテリーの充電料、畳の取替、
綿の打ち直し、消火器の薬品詰替え、自動車の整備料等

賄費
診療所の患者、保育園、老人ホーム、保護施設等における賄用材料及び飲食物購入費、非常炊
出し

燃料費 動力用、暖房用、炊事用、その他各種燃料購入費

光熱水費 電気、ガス、上下水道使用料（計器類の借上費を含む）

食料費 会議用、式日用及び接待用の飲食物購入費

通信運搬費
郵便料（切手、はがき、小包、速達料等）、電信料（電報料、電話料、電話加入料等）、運搬
料（物品・動物・汚物等の運搬料、人の輸送料等）

広告料
宣伝勧奨広告料（新聞・雑誌の広告掲載料、電車・バス・停留所・浴場等の広告掲示料、スラ
イド映写料、折込広告料、放送料＜制作費を含む＞、アドバルーン、電光ニュース等）

手数料
特定の個人等からサービスの提供を受けたことに対して支払う経費。公金取扱手数料、地方債
取扱手数料、売捌手数料、鑑定料、収入証紙代、手数料として使用する収入印紙代、登記手数
料、自転車防犯登録手数料、庁舎等清掃（単発で行う受水槽・高架水槽の清掃含む）等

筆耕翻訳料 筆耕料（浄書、印書料、謄写原紙・タイプ原紙の製版料等）、翻訳料、速記料、手話通訳料等

保険料 動産・不動産の火災保険料、自動車損害賠償保険料等

委託料
調査委託料、装飾委託料、芸能委託料、測量委託料、映画・ビデオ製作委託料、設計及び監理
委託料、映写委託料（映画館で行うものは含まず）、埋火葬委託料、各種設備保守委託料（消
火設備、電気設備、空調設備、電話交換機、ボイラー、浄化槽、エレベーター、自動ドア

自動車借上料 自動車借上料（有料道路通行料、駐車料金を含む）

使用料及び賃借料
入場料、施設使用料、有料道路通行料、駐車場使用料、特許権・著作権使用料、土地・家屋
（敷金含む）、会場、船舶（２０ｔ以下の小船含む）

工事請負費
土木工事、建築工事等で、新たな構造物・設備等を設置するもの及び現状の施設機能を向上さ
せるもの。また、１件１３０万円（消費税含む）以上の建物・設備の復旧、改修及び増設等。

原材料費
工事用、生産用、修繕用、改造用、職業訓練用の原材及び材料。セメント、鋼材、砂利、木材
（足場用資材、型枠材料を含む）、自動車、船舶、機械、器具等の部品。

権利購入費 地方自治法第２３８条第１項第４号及び５号の規定によるもの及び借地権の購入

土地購入費 土地及び土地の定着物の購入

備品費 物品名鑑による２万円以上の備品の購入。（軽易な据付費を含む。）

負担金
各種協議会、講習会等の分担金、会費。職員共済組合業務費負担金、電気・ガス・水道等工事
負担金等

補助金 地方自治法第２３２条の２による補助金等

交付金 互助組合交付金（特別のみ）、敬老祝金、他自治体等に対する災害見舞金、示談金等任意の見

扶助費 生活保護法、児童福祉法、結核予防法及び学校給食法、教育奨励等による支出金

貸付金 生業資金、育英資金等の貸付金

償還金 公債償還金、借入金の返済金、国庫支出金返納金（延滞料含む）、過誤納金の還付金等
積立金 基金、その他の積立金
公課費 地方公共団体が、一般私人と同様に公祖公課を支払う場合の経費

繰出金 一般会計と特別会計間の予算充用、基金への繰出等

項目名 内容説明
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（１）業務量の算出について

（２）例：事務事業Ａの人件費を算出した場合

　　０．７０人　　　×　　　７，８００千円　　＝５，４６０千円　　　

　　（業務量）　　　　　　（平均人件費単価）　　（人件費）

【参考　イメージ】

職種 事務事業Ａ 事務事業Ｂ 事務事業Ｃ 事務事業Ｄ 事務事業Ｅ 庶務事務 各職員ごと計

職員A 事務 0.20 0.10 0.40 0.30 1.00

職員Ｂ 事務 0.40 0.30 0.30 1.00

職員Ｃ 事務 0.10 0.20 0.30 0.40 1.00

職員Ｄ 事務 0.80 0.20 1.00

事業ごと計 0.70 0.90 0.20 1.00 0.60 0.60 4.00

(千円）

２２年度 ２３年度 ２４年度 ２５年度

8,100 8,000 7,900 7,800

事務事業評価表（基本）「コスト内訳」における人件費について

【実績コストの推移】

正規職員平均人件費単価　

　各課が所管する事務事業の業務量を算出するために「業務量クロス表」を作成している。
　職員ごとの合計業務量が1.00となるように、各事務事業の業務量を配分する。
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別紙６

政策 施策番号 施策

１　健康―生涯にわたり健康に暮らせるようにします

０１０１ 地域ぐるみの健康づくりを展開し、区民の健康づくりを支援します

０１０２ 安心して妊娠・出産・育児ができるよう、親と子の心身の健康を支えます

０１０３ 生活習慣病について知ることで、区民自らが健康管理できるようにします

０１０４ 食育を通じて、心身ともに健康で豊かに生活できるようにします

２　医療―必要な医療を受けられるようにします

０２０１ 医療機関との連携を図り、必要な医療を提供できるようにします

０２０２ 心の健康を保ち、適切な精神医療につながるようにします

０２０３ 医療保険を安定的に運営するとともに、区民が必要な医療を受けられるようにします

３　衛生―衛生的で快適な環境を整え、健康被害を防止します

０３０１ 感染症の発生や拡大を抑制します

０３０２ 食品の安全を推進します

０３０３ 医療と医薬品の安全を推進します

０３０４ 生活環境の衛生を維持します

４　高齢者支援―高齢者が住み慣れた地域でいきいきと安心して暮らせるようにします

０４０１ 高齢者がサークル活動や就労の場を持ち、元気に生活できるようにします

０４０２ 高齢者が介護を必要とせずに自立して生活できるようにします

０４０３ 高齢者が必要な介護や自立支援を受け、生活できるようにします

５　障害者支援―障害者が地域社会の中でともに支えあう一員としていきいきと暮らせるようにします

０５０１ 障害者が自分らしく自立した生活を営めるように支援します

０５０２ 障害者が能力を十分に発揮し、いきいきと働き続けられるように支援します

０５０３ 発達が心配される児童一人ひとりの発達を支援します

６　子ども・家庭支援―安心して子どもを産み育てられるようにします

０６０１ 安心して妊娠・出産・育児ができるよう、親と子の心身の健康を支えます

０６０２ 子育て中の家庭を支援し、安心して子どもを育てられるようにします

０６０３ 仕事と子育てを両立しやすい環境を整えます

０６０４ 子どもの権利・利益を守り、子どもの健やかな育成が尊重されるようにします

７　低所得者支援―生活に困窮する区民が安心して生活できるようにします

０７０１ 生活に困窮する区民が健康で文化的な最低限度の生活を維持できるようにします

８　地域福祉―支援を必要とする高齢者等が地域社会に支えられ、安心して暮らせるようにします

０８０１ 福祉サービスを必要とする人が安心してサービスを利用できるようにします

０８０２ 支援が必要な高齢者等を地域で支えあうしくみをつくります

飾区基本計画における施策体系

1
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政策 施策番号 施策

９　地域街づくり―区民と協働して地域の特性を活かした活力ある住みよい街をつくります

０９０１ 計画的な土地利用を進め、建築物等が地域と調和するようにします

０９０２ 駅周辺等を、住み、働き、憩う、賑わいのある拠点とします

０９０３ 地域特性や地域の実情を活かした街づくりを進めます

０９０４ 住生活の安定と向上を促進します

０９０５ 地域を良好な住環境にします

１０　防災・生活安全―災害や犯罪から身を守り、安全で、安心して暮らせるまちにします

１００１ 災害に強く、安全で、安心して生活できる街をつくります

１００２ 災害に対し的確な対応と迅速な復旧ができる体制にします

１００３ 災害発生時に地域で救援・応急活動を迅速に行えるようにします

１００４ 犯罪や事故から身を守り、安全で、安心して暮らせるまちにします

１００５ 正しい知識により賢い消費者の目を身につけ、安心して生活できるようにします

１１　交通―安全かつ快適に移動できるまちにします

１１０１ 交通渋滞の解消と道路の適正な維持管理により、道路を安全かつ快適に通行できるようにします

１１０２ 違法な駐車・駐輪を少なくします

１１０３ 歩行者・自転車の安全通行の確保や啓発活動を進め、交通事故を少なくします

１１０４ 踏切解消など都市基盤整備を進め、安全で利用しやすい公共交通を実現します

１２　公園・水辺―多様な役割を持つ場として、地域の中に公園などの快適空間を整備します

１２０１ 区民ニーズや地域特性を踏まえた公園を整備し、多くの区民が利用できるようにします

１２０２ 河川を活かした快適な空間を整備し、多くの区民が水辺に親しめるようにします

１３　環境―人と自然が共存できる環境を守ります

１３０１ 環境活動団体等のネットワーク化を図るとともに環境活動の担い手を育成します

１３０２ 豊かな自然を守り育てます

１３０３ 良好な生活環境が保たれ、快適に住み続けられるようにします

１３０４ 温室効果ガスを削減するため、省エネ行動や再生可能エネルギー利用を促進します

１３０５ ごみのない、きれいで清潔なまちにします

１３０６ 発生抑制を最優先にごみ減量に地域をあげて取り組めるようにします

１３０７ 環境負荷の少ない適正なごみ処理体制を整えます

１４　産業―産業を活性化させ、豊かな地域社会を形成します

１４０１
新たな技術や事業の創出を支援するとともに、区内産業の魅力を広くアビールして、産業を活性化
します

１４０２ 区内の事業所が安定的に経営できるようにします

１４０３ 産業に対する区民の理解を深め、産業と調和のとれた地域をつくります

１４０４ 区民のキャリアアップと就労を支援します
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政策 施策番号 施策

１５　観光―まちの魅力を高め、情報を広く発信し、多くの人で賑わうようにします

１５０１ 観光資源を活かした賑わいのあるまちにします

１５０２ 地域ならではのイベントにひかれ、多くの人で賑わうようにします

１６　人権・平和・ユニバーサルデザイン―区民一人ひとりの人権が尊重され、平和で暮らしやすい社会を築きます

１６０１ すべての人の基本的人権が尊重され、男女が対等な立場で協力し合えるようにします

１６０２ 世界平和を願い、核兵器廃絶を望むようにします

１６０３ すべての人にとって使いやすいデザインやしくみが随所に取り入れられるようにします

１７　地域活動―区民の地域活動への参画のすすめ、住民が主人公となるいきいきとした地域づくりを進めます

１７０１ 地域団体や市民活動団体等の活動が積極的に行われるようにします

１７０２ 利用しやすい地域活動の拠点を提供します

１８　文化・国際―地域に根差した文化と芸術を育み、多文化を理解する地域社会をつくります

１８０１ 区民の文化・芸術への参加意欲を高め、地域文化・芸術を創造します

１８０２ お互いの国の文化や習慣を理解し、外国人区民、日本人区民が共生する地域社会をつくります

１９　学校教育―子どもの基礎学力の向上を図り、自ら考え判断できる生きる力を育てます

１９０１ 基礎的な学力の向上を図り、生きる力を身につけながら、社会に対応できる能力を育みます

１９０２ 社会生活のルールを学び、悩みを解決する中で、心豊かな学校生活を送ることができるようにします

１９０３ 運動を通じて体力を養い、心身ともに健康で健やかな体を育みます

１９０４ いきいきと学校生活が送れるよう、教育環境を整えます

２０　地域教育―学校・家庭・地域の連携により、青少年の健全育成を図るとともに、豊かな教育環境をつくります

２００１ 青少年のための活動機会を整え、活発に活動できるようにします

２００２ 学校・家庭・地域の連携により、豊かな教育環境をつくります

２００３ 家庭教育を支援し、親子がともに学び育ちあえるようにします

２１　区民学習―生涯にわたり主体的に学習を続けられるようにします

２１０１ 多様な学びと交流の機会を整え、自主的な学習活動を支援します

２１０２ 多様な手段で、図書サービスを受けられるようにします

２２　スポーツ―生涯にわたりスポーツに親しめるようにします

２２０１ 多様なスポーツの機会を提供します

２２０２ スポーツを支える基盤を整備します
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地域振興部
産業経済課

飾区行政評価委員会の評価結果

評価対象事務事業名 消費生活モニター 所管課

項目 提言内容

成果

【成果指標について】
・事務事業の成果を適切に測定するため、「研修会等参加延人数」
は、研修会や講座等の内容ごとに実績を分けて把握し、分析・評価を
行う必要がある。

コスト

【単位あたりコストについて】
・固定費が大半を占めており、モニターの登録人数の増加に伴いコス
トが大きく増加するわけではないので、費用対効果を上げるために、
モニターの登録人数を一定程度確保するよう努めるべきである。

今後の方向性

【育成の重要性について】
・賢い消費者を育成することは非常に重要であり、区として積極的に
取り組んでいくべきである。ただし、事務事業の開始から社会経済状
況は大きく変化しており、販売形態の変化等の現状に合わせた見直し
を行うべきである。

【新たな年齢層の取り込みについて】
・今までの取組を未来に引き継ぎ、継続して活動に取り組んでいくた
めに、男性女性ともに新たな年齢層を取り込む必要がある。
・賢い消費者を育成するために、消費者教育は幼少期から行う必要が
ある。そのためにも、子育てを行っている年齢層に参加していただけ
るように取り組むことが必要である。

【実施方法について】
・先進的な取組を行っている自治体との意見交換や情報共有等を行う
必要がある。
・今後謝礼を廃止した場合にも、モニターが活動を継続できるよう、
活動の必要経費については区が支援することを検討してもよいと考え
る。
・アンケート調査結果のより効果的な活用方法を検討する必要があ
る。

改善

実績状況
評価表に記載されている過去３年間の
指標及びコスト状況などの実績状況を踏まえ、総合的に
評価し、具体的な内容を提言します。

実績状況や多角的視点による分析等を踏まえ、事務
事業の今後の方向性や改善策について、具体的な内
容を提言します。

委員会評価による、大まかな方向性。
「改善」「継続」「拡充」「縮小」「廃止」
から選択します。

資料４－⑦


